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● 教育の無償化をとおしてどんな社会をめざすのか 

 

今、日本の社会はたいへんな岐路にたっています。 

高市自民党政治の暴走がいきつく社会とは、現憲法を否定し、戦争できる国、戦争で儲け

る国、少子化をとめられない国でしょう。 

 

これに対し、今までにない市民がノーの声を上げています。 

それを確かな運動にするには、、対抗する社会のイメージが必要です。 

 

現憲法を守り、活かす社会、一人一人が自分の夢や希望をふくらませて、対抗する社会の

イメージを描いてみませんか。 

今回は、教育無償化の社会のイメージで考えてみます。 

 

憲法第 26 条は、第 2 項で「すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子

女に普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育はこれを無償とする。」と明記しまし

た。 

 



<なぜ「無償」にする必要があるのか？＞ 

 

① 経済的理由で教育を諦めさせないため（機会均等） 

 

② 現代日本の基盤である「民主主義」を守るため 

 

③ 教育をうけさせる義務を課す以上、経済的な裏付け（無償化） 

 

しかし、外国と比べて、日本での教育の無償化は、遅れている。 

それは、教育に対する位置づけの違いが大きいのです。 

 

日本の憲法で保障されているのは「小・中学校」の授業料のみ。 

法律で、教科書無償が実現し、今年度にやっと小学校までの給食無償化が実質実現。 

 

一方で、北欧・フランスなどでは 「教育は公共財」という考えが強く、大学まで授業料が

無料という国が少なくないのです。 

また、学生への公的支援、奨学金なども手厚い。 

 

その根底には、「教育は公共財」（Public Good）という考え方があると指摘されています。 

「公共財」とは、公園や道路のように、特定の誰かだけでなく社会全体に利益をもたらす

もののことです。 

 

<教育は公共財であり、無償が原則となった社会のイメージ＞ 

 

「教育費」という、「重石」が消えたら、子育てのイメージは「義務や苦労」から、もっ

と「自分自身の人生を豊かにするプロジェクト」へと変化するでしょう。 

まず、子育ては社会全体で新しい命を育む共同事業へと変化します。 

 

いわゆる親ガチャはなくなります。 

子どもが進路で失敗しても経済的なダメージは少ないので、子どもが「別の道を試した

い」と言ったとき、親は「お金がもったいない！」ではなく、「納得いくまでやってみれば

いいよ」と、心から挑戦を応援する「伴走者」になれるでしょう。 

 

さらに、子育てに回していたお金を、家族の旅行や、親自身の学び直し、あるいはより良

い住環境に充てることができるでしょう。 

子どもにとっては、一度働いてから、大学などに入るという選択、人生のどのタイミング



でも学び直せるという安心感が生まれでしょう。 

「どんな育ち方をしても社会がセーフティネットになってくれる」という空気が広がる社

会は、親も子どもも、自分の人生を生きていける社会になるでしょう。 

 

そのための第 1 歩は、教育機関への公的支出を増やすことです。それは、高市首相の軍拡

路線を変える運動です。 

川崎ですすめられている義務教育学校全ての給食無償化の運動の大切さを再認識していま

す。 

 

 

◆ 4 月から導入された子ども・子育て支援金、知っていますか？ 

 

中原民商ニュース 4 月 23 日号の「子ども・子育て支援金は問題だらけ」という記事を読

み、政府のやり方のひどさに怒り心頭です。これを知ったときには、すでに、自分も知ら

ないうちに負担していたのです。 

 

勝手に人の財布からお金を抜くのは、「コソ泥」ではないですか！ 

 

<制度の目的：なぜ導入された？> 

 

少子化対策を強化するための財源（年間約 3.6 兆円）を確保するために作られました。 

「子育ては親だけの責任ではなく、社会全体で支えるべき」という考えに基づき、独身・

既婚、子どもの有無にかかわらず、公的医療保険に加入している全員が負担する仕組みで

す。 

 

この目のつけどころが悪どい！ 

制度導入の目的について、政府の言い分を調べてみたら、なんと「社会連帯のため」など

の説明まであり、呆れました。 

 

「社会連帯」という言葉は本来、共に助け合うという意味です。 

しかし、今回の制度導入は「説明を尽くさず、徴収しやすい場所からお金を取るためのご

まかし」そのものです。 

 

現に、私自身も、民商ニュースを読むまでは、自分にかかわりがあることを知らなかった

のですから。 

 



 <このやり方は、「社会保険」の原則を歪めている＞ 

 

本来、税金と社会保険には明確な違いがあります。 

税金の原則は、「支払う能力がある人が払う」が基本です。 

 

社会保険の原則は「払った分、リスクに備えられる」が基本です。 

医療保険なら「医療を受けるため」のお金のはずです。 

 

今回、子育て支援は、「特定の給付（医療）」とは直接関係ないはずです。 

この財源を保険料に乗せたことは、「社会保険の目的外使用」そのものです。 

 

＜いったい、この 4 月からいくら徴収されるようになったのか。＞ 

 

健康保険では、保険料に上乗せして徴収されます。 

料率は、0.23％です。 

 

会社と半分負担になるので。個人負担は、0.115％です。 

月収 30 万円の場合は、個人負担は月額 345 円。さらに、ボーナスからも 0.115％で徴収さ

れます。 

 

国保や後期高齢者の場合は、料率ではなく複雑な計算方法になっていて、調べても、まだ

よくわかりませんが目安は以下のようになります。 

国保で年収 300 万の単身者では、月額約 400 円から 500 円。 

 

夫婦と子ども 2 人で年収 400 万の家庭では、月額約 600 円から 800 円になります。 

さらに、後期高齢者からも、年収 150 万の単身者では、約 50 円から 100 円でになるとの

説明でした。 

 

<今後の負担増も組み込まれている＞ 

 

この「支援金」は、一度仕組みができてしまえば、将来的に少子化対策の予算が足りなく

なった際、「社会連帯のため」とこじつけて「料率を少し上げる」だけで、安易に巨額の財

源確保ができてしまうのです。 

消費税を 3％から導入し、増税を繰り返してきたことからも、今の政府のやることは信用

できません。 

 



<本道に戻せ！> 

 

① もし予算が足りないなら、どの税金をどう使うべきか、国会で透明性のある議論を尽く

すべきです。 

 

② 医療保険を「何にでも使える打ち出の小槌」にしないよう、その役割を本来の医療・

介護に限定すべきです。 

 

特定の保険料に上乗せするのではなく、資産や所得に偏りのない、より公平な負担の形

（一般財源化）を模索すべきです。(I)    

 

 

★ お知らせコーナー 

 

① 川崎郷土・市民劇「あるくうた」-九ちゃんに逢いたくてー 

 5/16・17;エポックなかはら 

 お問い合わせ；川崎郷土・市民劇上演実行委員会 

 044-544-3711 

 k.shimingeki@gmail.com 

 詳しくはこちら 

 

② ＃チェンジ川崎 講演と交流のつどい 

 「森や街路樹の大事な役割」 

 5/16（土）18：30～20：50 

 総合自治会館大会議室 

 お話 加藤顕（あきら）さん（千葉大学大学院准教授） 

 報告 等々力緑地を守る運動にとりくんで／等々力緑地を守る会 

 資料代 300 円 

 主催 川崎民主市政をつくる会 

 連絡先 市古博一（090-7830-8030） 

 詳しくはこちら 

 

③ 第 12 回おひさまフェス×星空上映会 in かわさき 2026 

 5/17(日)12 時～19 時半 

 登戸・二カ領せせらぎ館下河川敷 

 入場無料・雨天中止 

mailto:k.shimingeki@gmail.com
https://www.kbz.or.jp/event/citizentheater-20260509/
https://newkawasaki.jp/%E3%82%A4%E3%83%99%E3%83%B3%E3%83%88/ai1ec_event-5710/?instance_id=423


 主催；おひさまフェス×星空上映会 in かわさき実行委員会 

 お問い合わせ；044-722-6766 

 ohisama.hoshizora@gmail.com 

 詳しくはこちら 

 

④ 学習会「水道料金の値上げは必要か？」 

 5/20(水)18 時半～20 時 

 エポック中原第３会議室 

 講師 井口まみさん（日本共産党川崎市議） 

 主催 川崎民主市政をつくる会 

 連絡先 044-873-8655 

 詳しくはこちら 

 

⑤ 学習会「水道料金の値上げ問題をどう考えるか」 

 講師；平岡和久氏；立命館大学名誉教授 

 6/5(金)18 時半 

 川崎市総合自治会館・大会議室 

 参加費無料 

 Zoom 配信を予定。 

 お申し込みは、info@jcp-kawasaki.gr.jp 

 主催；日本共産党市議会議員団 044-200-3360 

 

⑥ 平和をきずく市民のつどい 

 6/7（日）10 時から 15 時 

 会場 川崎市平和館 

 記念講演 弓狩匡純さん（作家・ジャーナリスト） 

 主催 「平和をきずく市民のつどい」実行委員会 

 後援 川崎市、川崎市教育委員会 

 ※ 舞台と展示で、平和をアピールする市民のつどいです。 

 連絡先 090-1458-3102（柴田） 

 

⑦ 教育無償化を考える講演と交流のつどい 

 「小学校給食の無償化実現！そして、その先へ」 

 講師 福嶋尚子さん（「隠れ教育費」研究室） 

 6/13（土）18 時～20 時 

 川崎市総合自治会館・会議室(JR 南武線・武蔵小杉駅下車） 

mailto:ohisama.hoshizora@gmail.com
https://hardworking-anemone-wmz6r.mystrikingly.com/
https://newkawasaki.jp/2026/05/04/post-5736/
mailto:info@jcp-kawasaki.gr.jp


 資料代 300 円 

 主催 学校給食の無償化を求める川崎市民の会 

 連絡先 石倉博子（℡ 080-1041-9495） 

 詳しくはこちら 

  

⑧ 台風 19 号多摩川水害原告団総会・学習会 

 異常気象続く中で河さ k 氏の水害対策は大丈夫？ 

 講師；中山幸男さん 元国土交通省職員 

 6/22(月)18 時より総会。19 時 15 分より学習会 

 エポックなかはら 7 階大会議室 

  

★編集後記 

 

＜「多摩川格差」はいつから？＞ 

 

「多摩川格差」という言葉は 2023～2024 年に東京都が子育て支援を一気に拡大したこと

をきっかけに広まりました。 

特に東京都は以下の施策を所得制限なしで進め、周辺自治体との差が急拡大しました。 

 

018 サポート：0～18 歳へ月 5,000 円給付（2023 年 10 月開始） 

 

保育料無償化：第 2 子以降に加え、第 1 子も実質無償化へ 

 

学校給食費無償化：23 区の大半が 2023 年度に実施 

 

私立高校授業料の実質無償化：所得制限なし 

 

出産・育児支援の上乗せ、保育士配置改善など大規模投資 

 

これらは 川崎市が最も遅れていた分野で、SNS では 

「多摩川を渡ると支援が違いすぎる」という声が急増しました。 

 

2024 年には『プレジデント』『サンデー毎日』などがこの言葉を使用し、川崎市議会でも

東京都との差が議論され始めます。 

さらに 2024 年 10 月、給食無償化を求める市民の会の会見でこの言葉が使われ、東京新聞

が報道。 

https://newkawasaki.jp/2026/05/11/post-5758/


 

これをきっかけにハッシュタグ「#多摩川格差」が拡散してランク入り。 

2025 年 2 月には NHK NEWS WEB が「多摩川格差」の特集を組み、この言葉が一気に

全国区となります。 

 

NHK は、川崎市が財政力指数トップクラスである一方、「大規模開発や企業支援に予算を

多く投じてきたため、子育て支援に回す余力が少ない 」と指摘しました。 

 

＜ 川崎市政の変遷と“格差拡大”の背景＞ 

 

・ 伊藤三郎市政（かつての「子育て先進都市」） 

 保育所整備、児童館・学童の充実 

 

・住民参加型、市民生活重視の市政 

 →「子育てするなら川崎で」と言われた時代 

 

・ 阿部孝夫市政（2001～） 

 財政再建を掲げつつ 大規模再開発・企業誘致を推進 

 

・ラゾーナ川崎、ミューザ、武蔵小杉タワマン群が誕生 

 → 都市成長は進むが、子育て支援は横ばい 

 

・ 福田市政（2013～） 

 再開発・企業誘致を継続 

 

・給食無償化なし、保育料軽減は限定的、子育て給付金なし 

 → 東京都との格差が拡大し、“多摩川格差”が顕在化 

 

「開発・企業支援優先の市政が、市民生活や子育て支援を後回しにしてきた」という構図

が浮かび上がります。 

 

＜ なぜ「多摩川格差」が生まれたのか＞ 

 

東京都が 全国トップ級の子育て支援を一気に拡大、川崎市は 財政力が高いのに子育て支

援には注力せず。 

 



過去 20 年の市政が 開発・企業支援を優先。 

その結果、同じ生活圏であるにもかかわらず 支援内容に大きな差 が生じました。 

 

福田市長は「東京と単純比較すべきでない」と鉄面皮を貫き、財政力指数の問題は触れま

せん。 

市民のためにはお金を使わず、開発、企業支援におカネを回している事実を突かれたくな

いのでしょう。 

 

「開発中心の市政から、市民生活・子育て重視への転換が必要」という声は強まっていま

す。 

「多摩川格差」は、子育て世代だけではありません。 

 

高齢者福祉や、障碍者福祉、市民館、図書館や美術館などの文化施策にも広がっていま

す。 

 

「市民から集めたお金を企業に回さず市民のために使え」の声を広げていきましょう。

（Y) 

 

 

☆☆チェンジかわさき！☆☆ 

川崎民主市政をつくる会 

〒211-0011 中原区下沼部 1880 

お問い合わせ 

mailmag@newkawasaki.jp 

公式ホームページ 

https://newkawasaki.jp 

☆☆チェンジかわさき！☆☆ 

 

mailto:mailmag@newkawasaki.jp
https://newkawasaki.jp/

